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「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」 

の更新および独立委員の再任ならびに株券電子化等に伴う一部修正 

に関するお知らせ 

 

 当社は、平成19年６月28日開催の当社定時株主総会における株主の皆様のご承認を経て、

「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下、「本対応方針」とい

います。）を導入いたしました。 

本対応方針においては、平成20年以降、当社定時株主総会における取締役選任議案に各

取締役候補者の本対応方針に関する賛否を記載したうえで、取締役選任議案を通じて株主

の皆様の意思を反映させるとともに、定時株主総会後、最初に開催される当社取締役会に

おいて、株主の皆様より選任された取締役が本対応方針の更新または廃止の決議を行い、

その結果を速やかに株主および投資家の皆様にお知らせするものとしておりました。 

かかる方針に従って、平成20年６月27日開催の当社定時株主総会後の取締役会において

は、本対応方針の更新が決議されております。 

この度、本日開催の当社定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）におい

て、株主の皆様により、本対応方針に賛同する旨を表明していた取締役候補者全員が選任

され、当該取締役からなる新体制の下、本定時株主総会後に開催された取締役会におきま

して、本対応方針を別紙のとおり一部修正のうえ、更新することが決議されましたのでお

知らせいたします。 

今回の主な修正は、平成21年１月５日付けで株式等の取引に係る決済の合理化を図るた

めの社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律が施行されたことに伴う用語の修

正など、これまでの法令改正を反映した形式的な用語の修正であり、本対応方針の基本的

な枠組みについては、導入時から変更された箇所はありません。 

なお、本定時株主総会終了後に開催された取締役会においては、本対応方針における、

当初の独立委員として選任された小原正敏氏（社外有識者･弁護士）、国谷史朗氏（社外有

識者・弁護士）および中本和洋氏（社外有識者・弁護士）の３名を再任する旨の決議も行

われましたので、あわせてお知らせいたします。 

以 上 

（ご参考） 

・平成 19 年３月 27 日付け当社プレスリリース 

「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について」 

http://www.rengo.co.jp/news/2007/img/bouei.pdf 

・平成 19 年６月 28 日付け当社プレスリリース 

「当社定時株主総会における『当社株式の大規模買付行為に対する対応方針（買収防衛策）』の導入の



承認に関するお知らせ」 

http://www.rengo.co.jp/news/2007/img/shounin.pdf 

 ・平成 20 年６月 27 日付け当社プレスリリース 

「『当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）』の更新および独立委員の再任に関す

るお知らせ」 

http://www.rengo.co.jp/news/2008/img/koushin080627.pdf 



（別紙）  
（下線は変更部分を示します。） 

変更前 変更後 
６頁 ５．（２）対抗措置発動時に株主および投資家の皆様に与える影響 
当社取締役会は、当社株主共同の利益およ

び当社企業価値を守ることを目的として、

上記の対抗措置をとることがありますが、

当社取締役会が具体的な対抗措置をとるこ

とを決定した場合には、適用ある法令、証

券取引所規則等に従って、適時適切な開示

を行います。 

当社取締役会は、当社株主共同の利益およ

び当社企業価値を守ることを目的として、

上記の対抗措置をとることがありますが、

当社取締役会が具体的な対抗措置をとるこ

とを決定した場合には、適用ある法令、金

融商品取引所規則等に従って、適時適切な

開示を行います。 

６頁 ５．（３）対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続 
当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、

新株予約権無償割当てを行う場合、名義書

換未了の株主の皆様には、当社取締役会が

別途決定し公告する割当日までに、名義書

換を完了していただく必要があります。 

当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、

新株予約権無償割当てを行う場合、株主名

簿への記録が未了の株主の皆様には、当社

取締役会が別途決定し公告する割当日まで

に、株主名簿への記録を完了していただく

必要があります。 
６頁 ５．（３）対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続 
これらの手続の詳細については、実際にこ

れらの手続が必要となった際に、適用ある

法令および証券取引所規則に基づき別途お

知らせします。 

これらの手続の詳細については、実際にこ

れらの手続が必要となった際に、適用ある

法令および金融商品取引所規則に基づき別

途お知らせします。 
７頁 ６．その他 
また、当社取締役会においては、今後の司

法判断の動向および証券取引所その他の公

的機関の対応等、ならびに、会社法、証券

取引法または各証券取引所の上場規則等の

改正、その他の法令等の制定・改廃にも引

き続き注視して、当社株主共同の利益およ

び当社企業価値を確保しまたは向上させる

との観点から、必要に応じて本対応方針の

見直し、または本対応方針に代わる別途の

対応方針の導入を含め、適切な措置を適宜

講じてまいる所存です。 

また、当社取締役会においては、今後の司

法判断の動向および金融商品取引所その他

の公的機関の対応等、ならびに、会社法、

金融商品取引法または各金融商品取引所の

上場規則等の改正、その他の法令等の制

定・改廃にも引き続き注視して、当社株主

共同の利益および当社企業価値を確保しま

たは向上させるとの観点から、必要に応じ

て本対応方針の見直し、または本対応方針

に代わる別途の対応方針の導入を含め、適

切な措置を適宜講じてまいる所存です。 
７頁 （注１） 



変更前 変更後 
特定株主グループとは、当社の株券等（証

券取引法第２７条の２３第１項に規定す

る株券等をいいます。）の保有者（同法第

２７条の２３第１項に規定する保有者を

いい、同条第３項に基づき保有者に含ま

れる者を含みます。）およびその共同保有

者（同法第２７条の２３第５項に規定す

る共同保有者をいい、同条第６項に基づ

き共同保有者とみなされる者を含みま

す。）ならびに当社の株券等（同法第２７

条の２第１項に規定する株券等をいいま

す。）の買付け等（同法第２７条の２第１

項に規定する買付け等をいい、取引所有

価証券市場において行われるものを含み

ます。）を行う者およびその特別関係者

（同法第２７条の２第７項に規定する特

別関係者をいいます。）を意味します。 

特定株主グループとは、当社の株券等（金

融商品取引法第２７条の２３第１項に規

定する株券等をいいます。）の保有者（同

法第２７条の２３第１項に規定する保有

者をいい、同条第３項に基づき保有者に

含まれる者を含みます。）およびその共同

保有者（同法第２７条の２３第５項に規

定する共同保有者をいい、同条第６項に

基づき共同保有者とみなされる者を含み

ます。）ならびに当社の株券等（同法第２

７条の２第１項に規定する株券等をいい

ます。）の買付け等（同法第２７条の２第

１項に規定する買付け等をいい、取引所

金融商品市場において行われるものを含

みます。）を行う者およびその特別関係者

（同法第２７条の２第７項に規定する特

別関係者をいいます。）を意味します。 
７頁 （注２） 
議決権割合とは、特定株主グループの具

体的な買付方法に応じて、（i）特定株主

グループが当社の株券等（証券取引法第

２７条の２３第１項に規定する株券等を

いいます。）の保有者およびその共同保有

者である場合の当該保有者の株券等保有

割合（同法第２７条の２３第４項に規定

する株券等保有割合をいいます。この場

合においては、当該保有者の共同保有者

の保有株券等の数（同項に規定する保有

株券等の数をいいます。）も計算上考慮さ

れます。）または（ii）特定株主グループ

が当社の株券等（同法第２７条の２第１

項に規定する株券等をいいます。）の大規

模買付者およびその特別関係者である場

合の当該大規模買付者および当該特別関

係者の株券等所有割合（同法第２７条の

２第８項に規定する株券等所有割合をい

います。）の合計をいいます。株券等保有

割合および株券等所有割合の算出にあた

っては、総議決権（同法第２７条の２第

８項に規定するものをいいます。）および

発行済株式の総数（同法第２７条の２３

議決権割合とは、特定株主グループの具

体的な買付方法に応じて、（i）特定株主

グループが当社の株券等（金融商品取引

法第２７条の２３第１項に規定する株券

等をいいます。）の保有者およびその共同

保有者である場合の当該保有者の株券等

保有割合（同法第２７条の２３第４項に

規定する株券等保有割合をいいます。こ

の場合においては、当該保有者の共同保

有者の保有株券等の数（同項に規定する

保有株券等の数をいいます。）も計算上考

慮されます。）または（ii）特定株主グル

ープが当社の株券等（同法第２７条の２

第１項に規定する株券等をいいます。）の

大規模買付者およびその特別関係者であ

る場合の当該大規模買付者および当該特

別関係者の株券等所有割合（同法第２７

条の２第８項に規定する株券等所有割合

をいいます。）の合計をいいます。株券等

保有割合および株券等所有割合の算出に

あたっては、総議決権（同法第２７条の

２第８項に規定するものをいいます。）お

よび発行済株式の総数（同法第２７条の



変更前 変更後 
第４項に規定するものをいいます。）は、

有価証券報告書、半期報告書および自己

株券買付状況報告書のうち直近に提出さ

れたものを参照することができるものと

します。 

２３第４項に規定するものをいいます。）

は、有価証券報告書、四半期報告書およ

び自己株券買付状況報告書のうち直近に

提出されたものを参照することができる

ものとします。 
７頁（注３） 
株券等とは、証券取引法第２７条の２３

第１項に規定する株券等を意味します。 
株券等とは、金融商品取引法第２７条の

２３第１項に規定する株券等を意味しま

す。 
９頁 （別紙２）１．新株予約権の割当ての対象となる株主およびその割当方法 
当社取締役会で定める割当日における最

終の株主名簿または実質株主名簿に記載

または記録された株主に対し、その所有

株式（ただし、当社の有する当社株式を

除く。）１株につき１個の割合で割り当て

る。 

当社取締役会で定める割当日における最

終の株主名簿に記録された株主に対し、

その所有株式（ただし、当社の有する当

社株式を除く。）１株につき１個の割合で

割り当てる。 

 
以 上 


